















































































































⑵　フランスにおける « droit à l’oubli » に関する議論を紹介した我が国の文献としては，
石川裕一郎「フランスの『忘れられる権利』」奥田編・前掲注⑴がある。また北村一郎「私
生活の尊重を求める権利 ― フランスにおける＜人の法 ― 権利＞の復権」同編『現代ヨ
ーロッパ法の展望』（東京大学出版会・1448年）242頁も参照。
⑶　Ordonnance du 6 mai 1444.
⑷　Loi du 24 juillet 1881 sur la liberté de la presse.
⑸　なお，ｂ号は，憲法院により1784年の人権宣言11条に反すると判断され（nº 2011-141 
QPC du 20 mai 2011, JORF nº 0118 du 21 mai 2011, p. 8840），当該決定により2011年５
月21日に廃止されている。ｃ号も同様に，2014年６月７日憲法院決定により廃止されて
いる（nº 2014-414 QPC du 7 juin 2014, JORF nº 0142 du 4 juin 2014, p. 4642）。
⑹　同条文に「忘れられる権利」の表出をみるものとして，Agathe Lepage, Droit à l’oubli : 






　もっとも，同法は，« droit à l’oubli » という語を用いているわけではない。























⑺　TGI Seine, 14 octobre 1465, JCP 1446. Ⅱ. 14482, obs. Gérard Lyon-Caen.

























































⑿　Cass. 1re civ., 20 novembre 1440, JCP 1442. Ⅱ. 21408, note Jacques. Ravanas.
⒀　Cass. 1re civ., 40 mai 2000. D. 2001, Somm. 1484, obs. Laure Marino.
































⒃　Directive 45/46/CE du Parlement européen et du Conseil, du 24 octobre 1445, 
relative à la protection des personnes physiques à l’égard du traitement des données à 



























































































⒄　Loi nº 2004-801 du 6 août 2004 relative à la protection des personnes physiques à 
l’égard des traitements de données à caractère personnel et modifiant la loi nº 78-17 
du 6 janvier 1478 relative à l’informatique, aux fichiers et aux libertés.
⒅　Loi nº 78-17 du 6 janvier 1478 relative à l’informatique, aux fichiers et aux libertés.
⒆　1478年法６条を根拠に「忘れられる権利」を認めるものとして，Guillaume Desgens-
Padanau, La protection des données à caractère personnel : La loi «Informatique et  





























⒇　Jean-Michel Bruguière et Bérengère Gleize, Droit de la personnalité, Paris, Ellipses, 



























㉑　Laure Merland, Le droit à l’oubli numérique, http://www.medias011.univ-cezanne.fr/
index.php?id=7175, vu le 7 février 2016.
㉒　Frédéric Zénati-Castaing et Thierry Revet, Manuel de droit des personnes, Paris, 
PUF, 2006, n° 448, pp. 444-444, et n° 405, pp. 271-272.



























㉔　CJUE, 14 mai 2014, c-141/12。なお，本先決裁定に関しては，我が国においても，中












　すなわち，Google Search に X の名前を入力して検索すると，X の社会保
険料の徴収のために差し押さえられた不動産が競売にかけられたことの公告








本社を置く Google 社およびその子会社である Google Spain 社に対して，こ
れらのデータが検索結果や La Vanguardia へのリンクに表示されることが
なくなるよう，X の個人データを消去するか，アクセスできないようにする
かするよう命じるべきである。



































































































































㉝　この点を指摘するものとして，Laure Marino, Comment mettre en oeuvre le « droit à 



















































































































































































































































想させる。なお，個人データの所有権を認める見解として，Zenati-Castaing et Revet, op. 


















































































































































































































































































同規則案17条１項 a 号，c 号，またはｄ号の定める「忘れられる権利」の要
件を充足するか否かの問題となる。この場合には，元々，本人の同意に基づ
いてではなく，他の何らかの法律上の根拠に基づいて保有が正当化されてい
る場合であるため，本人が情報の公開を望まなくなれば即「忘れられる権利」
を行使できるということにはならない。しかし，同規則案17条１項 e 号の「違
法」には，同規則案５条１項のデータの質に関する規定（とりわけｃ号）に
違反している場合も含まれると考えられるので，要件を充足する場合はかな
り広くなるであろう。これに対して，我が国では，平成27年改正個人情報保
護法は，14条で不必要となったデータの消去義務（2015年規則案であれば17
条１項 a 号）を努力義務として認めているにすぎない。この点は，フランス
と我が国とでは大きく異なることになる。
524
岡　法（65―３・４） 794
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　このことから，フランス法と日本法との違いを認め得るとすると，おおよ
そ以下の２点に集約される。そして，フランス法から示唆を得るかぎりにお
いて，我が国において「忘れられる権利」が認められる情報および状況を論
じるにつき，既存の法理・法制との関係で，独自の意味があるとすれば，こ
の２点になるものと考えられる。
①　自ら公表・公表許諾をした場合に，私事性の残存または回復を理由に，
平穏生活権としてのプライヴァシー侵害に基づいて情報の消去等請求を認め
るか否か（フランス民法典９条（・1487年法および2015年規則案）との対照）
②　自ら公表，公表の許諾をした場合も含め，適法に公開され，未だ私事性
を回復又は獲得していない情報について，自己情報コントロール権（または
「忘れられる権利」）に基づいて，当該情報の公開が本人の意思に反するこ
とを理由として情報の消去等請求を認めるか否か（フランス1478年法および
2015年規則案との対照）
　これらを認めるべきか否かは，別途検討すべき問題である。また，仮に認
めるべきだとの判断に至るとしても，「忘れられる権利」という我が国にお
いては未だ目新しい概念を介することによって本稿のような整理を行いつ
つ，実際の保護の拡張はプライヴァシーに関する法理の枠内で行うことも十
分に考えられよう。逆に，いずれの点も認めないのであれば，「忘れられる
権利」概念を導入せずとも，既存の名誉毀損・プライヴァシー侵害法理のみ
で対応することも，十分に考えられることである。実際，我が国で「忘れら
れる権利」と結びつけて議論されている事件の多くは，今のところ，名誉毀
損又はプライヴァシー侵害の成否の問題に帰着している（57）。
　グーグルサジェスト削除請求等事件（第１審判決：東京地判平成25年４月15日判例集
未登載，控訴審判決：東京高判平成26年１月15日判例集未登載。原告代理人による事例
報告として，富田寛之＝髙橋未紗「グーグルサジェスト削除請求等事件 ― サジェスト機
能と『忘れられる権利』」奥田編・前掲注⑴を参照。），ヤフー検索結果削除請求事件（第
１審判決：京都地判平成26年８月７日判時2264号74頁，控訴審判決：大阪高判平成27年
２月18日 D1-Law.com28240864。原告代理人による事例報告として，島崎哲朗「ヤフー
検索結果削除請求事件 ― 名誉棄損，プライバシー侵害の法的責任を問う」奥田編・前掲
注⑴を参照。）等。もっとも，検索エンジン運営者や SNS 運営者は名誉毀損やプライヴ
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第４章　結びに代えて
　以上の検討から，日本法において，スローガンを超えて実質的に「忘れら
れる権利」概念を論じる必要があるとすれば，それは，以下の場合に限られ
るといえる。第１に，本稿では詳論しなかった，検索エンジンが名誉毀損や
プライヴァシー侵害の主体になり得るかという問題について，なり得ないと
の結論を導いたうえで，にもかかわらず検索エンジンに対して個人データの
消去等を求めようとする場合。第２に，名誉毀損もプライヴァシー侵害も問
題にならない場合に，データ主体の「消去して欲しい」という意思を尊重し
ようとする場合。
　本稿で検討した第２の場合について，我が国においても「忘れられる権利」
を認めるべきか否かは，本稿では未だ論じ得なかった問題であるうえ，日仏
両国の議論状況の検討もごく簡単にとどまってしまっており，更なる検討を
要することはいうまでもない。そこで，これらの点については，別稿での検
討を期すこととするが，ここでは，１点についてのみ言及しておくこととし
たい。
　すなわち，「忘れられる権利」を広く認めた場合には，各人が，自らの望
む人物像をいかようにでもコントロールすることができるようになる。つま
り，実在の「私」とは異なる「私」を作り出すことができることになる。も
ちろん，自己にとって都合の悪い情報を秘匿し続けられている間は，実在の
「私」とは異なる「私」を作り出すことができるし，そもそもこれを止める
ことはできない。しかし，一度公衆が知るところとなった情報について，自
己にとって都合が悪いので可能な限り抹消するということまで認めて良いか
は，「私」に関する情報を私自身がコントロールすることを当然のこととみ
るか，「私」に関する情報であれ公共財なのだとみるかによって，評価が異
ァシー侵害の主体にはなり得ないと考えたうえで，それでもなお検索エンジン運営者に
対して情報の消去等を要求したいということになれば，本文の第４②と同様に考えるこ
とになるであろう。
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なり得るようにも考えられる。フランスでは，一度公に出した情報を，自分
の意に反することを理由に撤回することは，著作物の修正・撤回権の範囲で
は，以前から肯定されている。しかし，それを個人データ一般に拡張しよう
としていることが，適切なのか否か。本来の「私」と異なる「私」に関する
情報を保護するか否かという面からみれば，虚名の保護の当否にも通ずる問
題である。一方で，情報が，当該人物を社会の一員としてどう把握するかを
判断する重要な役割を果たしているという側面を考慮するとき，本来の「私」
と異なる「私」を「実在」の「私」に修正する自由（58）は認められるとしても，
「実在」の「私」とは異なる，私にとって都合の良い「私」を作る自由を認
めて良いのか否か。最終的には，問題となっているのがどのような情報なの
か，どのような人物なのか等，個別具体的な事情を考慮して，その自由の行
使を認めるか否かを決することになり得よう。しかし，「忘れられる権利」
に関する議論は，一般論として，そもそも「私」の情報を「私」の都合でコ
ントロールし得る可能性を当然のことと認めるか否かを再考させる１つの契
機になっているように思われる。
※　本稿は，平成25～27年度科学研究費補助金・若手研究（Ｂ）「個人情報の私法上の保護
に関する一般法理の研究」（25870441）の研究成果の一部である。
　フランス法における「自己像の同一性に対する権利」に関する議論は，この自由に関
するものであると考えられる。この議論に関しては，内野・前掲注⑽，曽我部真裕「『自
己像の同一性に対する権利』について」論叢167巻６号（2010年）１頁等を参照。
